
〇 労働基準法 33 条第１項の対象には、災害その他避けることのできない事

由に直接対応する場合に加えて、その対応に当たり、必要不可欠に付随す

る業務を行う場合が含まれます。

〇 雪害については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪

作業を行う臨時の必要がある場合が該当します。

〇 個別の事案にもよりますが、除雪作業の「降雪前の見回り業務」、「凍

結防止剤の散布業務」、「除雪機械の誘導・交通整理の業務」、「除雪作

業に向けた準備業務」及び「作業従事者の食事等を準備する業務」等につ

いては、除雪作業に必要不可欠に付随する業務として行う場合には、対象

となり得ます。

〇 道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時の

必要がある場合には、労働基準法33条１項が適用されます。

〇 例えば以下のような場合が該当します。

・ 安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停

滞を招くおそれがあり、国や地方公共団体等からの要請やあらかじめ定め

られた条件を満たした場合に、除雪を行うこととした契約等に基づき除雪

作業を行う場合

・ 人命への危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合

・ 降雪により交通等への社会生活への重大な影響が予測される状況におい

て、予防的に対応する場合

〇 災害その他避けることのできない事由により、臨時の必要がある場合に

おいて、労働基準監督署長への事前の許可又は事後の届出を行うことによ

り、時間外労働の上限規制の時間とは別に、時間外・休日労働を行わせる

ことができる制度です。

〇 事前の許可を受けていたのでは間に合わない場合には、事後の届出が可

能です。

労働基準法33条１項について

除雪作業への労働基準法33条１項の適用について

除雪作業に付随する業務について

労働基準法33条と除雪作業

山形労働局 労働基準監督署 （R5.８.24）
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割増賃金等の支払いについて

割
増
賃
金
率

時間外労働 ２割５分以上（１か月60時間を超える時間外労働は５割以上）

休日労働 ３割５分以上

深夜労働 ２割５分以上

〇 労働基準法33条の許可又は届出の対象であったしても、割増賃金等の支払い

は必要です。

（※）時間外労働が深夜労働（午後10時から午前５時まで）となった場合、60
時間以内の時間外労働は５割以上（２割５分＋２割５分）、休日労働が深夜
労働となった場合は６割以上（３割５分＋２割５分）の割増賃金を支払う必
要があります。

健康障害防止のために

〇 労働基準法33条１項の許可又は届出の対象であれば、時間外労働の上限規制

は適用されませんが、その場合であっても働く方に過重労働による健康障害が

生じないようにするための措置を講じる必要があります。

〇 労働基準法33条１項に基づく時間外・休日労働はあくまで必要な限度の範囲

内に限り認められるものですので、過重労働による健康障害を防止するため、

実際の時間外労働時間を月45時間以内にするなどしていただくことが重要です。

〇 また、やむを得ず長時間にわたる時間外・休日労働を行わせた労働者に対し

ては、医師による面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じることが重要で

す。（詳細は次ページ参照）

（パンフレット）
建設業の時間外労働の上限規制に関する上限規制
わかりやすい解説

（https://www.mhlw.go.jp/content/001116624.pdf）

（Q&A）
建設業の時間外労働の上限規制に関するQ&A

（https://www.mhlw.go.jp/content/001115877.pdf）

建設業の時間外労働の上限規制について

〇 詳細はパンフレット等をご覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/content/001116624.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001115877.pdf


「医師による面接指導制度」は、長時間労働により疲労が蓄積し健康障害のリス

クが高まった労働者について、その健康の状況を把握し、これに応じて本人に対

する指導を行うとともに、その結果を踏まえた措置を講じるものです。

山形産業保健総
合支援センター
で医師による面
接指導を無料で
実施しています。

長時間労働者への医師による面接指導制度

面接指導制度の詳細はこち
らのパンフレットを参照



                                労働時間延長  許可申請書 

非常災害等の理由による 

                                休 日 労 働    届 

様式第6号（第13条第2項関係） 

事 業 の 種 類  事 業 の 名 称  事業の所在地 

   

時間延長を必要とする事由 時間延長を行う期間及び延長時間 労働者数 

 〇月〇日 労働者A 〇時～〇時 散布作業 

〇月〇日 労働者B 〇時～〇時 除雪作業 

〇月〇日 労働者C 〇時～〇時 除雪作業 

 

休日労働を必要とする事由 休日労働を行う年月日 労働者数 

   

 

   〇年 〇月 〇日 

                                              職名 代表取締役 

                                         使用者 

                                              氏名 山形 労働 

 

     〇 〇 労働基準監督署長 殿 

 

備考 「許可申請書」と「届」のいずれか不要の文字を削ること。 

建 設 業 株 式 会 社 山 形 労 働 山形市香澄町〇丁目〇番〇号 

事後の届出の場合 

〇 人 

人命又は公益を保護するための事由であることが分かる内容にしていただ

き、国、県等からの作業指示書等、資料があれば併せて提出ください。 

「別添のとおり」として、各日、各労働者ごとに従事した時間、

作業内容が分かる資料を添付いただくことも可能です。 

記 載 例 

国からの要請に基づき、凍結防止剤の散布業務及び道路交

通の早期復旧のための国道の除雪作業を行ったため 

※事後の届出は「遅滞なく」届け出る必要がありますので、例えば、１か月ごとにその期間に発生した作業をまとめて届け出てください。 


